
科学技術イノベーション戦略協議会について
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平成２４年５月

内閣府 政策統括官

（科学技術政策・イノベーション担当）



・我が国の抱える重要課題の解決に向けた科学技術と
イノベーション政策の一体的な推進
・政策立案に関する客観性・透明性の確保

設置の背景

・産学官の幅広い参加によるプラットフォーム
（特に、実用化の出口を担う産業界からの参加）
・研究開発だけでなく、規制・制度改革等も含めた検討
・客観的データやエビデンスに基づく戦略策定



設置する戦略協議会

グリーンイノベーション
戦略協議会

ライフイノベーション
戦略協議会

復興・再生
戦略協議会

東日本大震災による深刻かつ広範な影響を早期に軽減・
緩和し、力強い復興・再生を実現するため、科学技術イノ
ベーションを強力に推進し、産業の再生、社会インフラの再
構築を目指す

地球規模の気候変動への対応とエネルギーの安定確保と
いう二つの課題に対応するため、グリーンイノベーションを
強力に推進し、世界に先駆けた環境・エネルギー先進国の
実現を目指す

国民が心身ともに健康で、豊かさや、生きていることの充実
感を享受できる社会を実現するため、ライフイノベーション
を強力に推進し、医療・介護・健康サービス等の産業の創
生・活性化を目指す

基本計画第Ⅱ章に掲げる3つの重要課題に対応して、
「復興・再生戦略協議会」「グリーンイノベーション戦略協
議会」「ライフイノベーション戦略協議会」の３つを設置。



○第４期基本計画のフォローアップと見直し

○第４期基本計画のＰＤＣＡサイクルの確立と実行

○イノベーションの実現に向けたシステム改革

○課題達成の観点から、国として推進すべき戦略、

重点取組内容を具体化し、アクションプランに反映

○イノベーションを実現するためのシステム改革を提案

○連携・協力のプラットフォームを形成

科学技術イノベーション戦略協議会科学技術イノベーション
政策推進専門調査会

総合科学技術会議

総理大臣、科技大臣、各省大臣ほか

科学技術政策担当大臣等政務三役と
総合科学技術会議有識者議員との会合

内閣総理大臣

科学技術政策担当大臣

復興再生
戦略協議会

グリーン
イノベーション
戦略協議会

ライフ
イノベーション
戦略協議会
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戦略協議会の位置付け



戦略協議会の役割

 科学技術イノベーション政策に関し、課題達成の観点から、府省の枠組み
を超えて国として推進すべき戦略、取組み内容案を具体化

 イノベーションを実現するために必要なシステム改革（規制・制度改革、導
入促進策等）に関し具体的に提案

 協議結果は、科学技術重要施策アクションプラン原案としてとりまとめ、科
学技術イノベーション政策の実行に具体的に反映

 産学官の連携を通じ、戦略の検討から実行に至るＰＤＣＡサイクルを実施

 多様で幅広い関係者による、連携・協力のプラットフォームを形成

期待される成果
 科学技術重要施策アクションプラン原案を取りまとめ、科学技術イノベー
ション政策推進専門調査会へ提案。

 イノベーションを実現するために必要なシステム改革（規制・制度改革、導
入促進策等）を取りまとめ、科学技術イノベーション政策推進専門調査会へ
提案。



戦略協議会構成員について

産業界

アカデミア

多様で幅広い関係者

総合科学技術会議

• 有識者議員
• 専門調査会委員

関係府省

構成 役割

 大局的な視点から、イノベーションの実現に
向けて国として取り組むべき政策テーマを、
客観的データやエビデンスに基づいて検討

 関係団体の幅広い意見の集約と、戦略協議
会での議論結果の関係団体へのフィード
バック

具体的には、

 科学技術重要施策アクションプランの政策
課題・重点的取組の原案を策定

 イノベーションの実現のために必要なシステ
ム改革（規制・制度改革、導入促進策等）を
提案

 イノベーションに関連する情報収集・分析に
参画
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科学技術イノベーション戦略協議会の年間活動イメージ
6月下旬～７月上旬

戦略協議会

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

翌年度
アクションプランの
政策課題、
重点的取組
候補に関する検討

データ収集、調査研究
（メンバー・事務局で分担、委託調査等）

テーマを設定した戦略協議
（ヒアリング、意見交換）

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
関
す
る

諸
課
題
の
整
理

翌々年度
アクションプランの
政策課題、
重点的取組
候補に関する検討

アクションプランの
フォローアップ

多様な意見の収集

各府省
概算要求

システム改革（規制・制度改革、導入促進策等）等
イノベーションを実現するための方策について検討

科学技術イノベーション
推進専門調査会

科
学
技
術
重
要
施
策

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
策
定

総合科学技術会議
（必要に応じて随時）

多様な意見の収集 多様な意見の収集

AP 原案策定に向けた検討 イノベーション実現のための諸課題の整理 AP 原案策定に向けた検討

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
関
す
る

諸
課
題
の
検
討
結
果
報
告

月１回程度開催



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

政
府
予
算
案

概
算
要
求

・
役
割
、
成
果
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
の
確
認

・Ｈ
25
予
算
重
点
化
の
方
針

・Ｈ
25
Ａ
Ｐ
（政
策
課
題
・
重
点
的
取
組
）

候
補
に
関
す
る
検
討

・Ｈ
23
・24
Ａ
Ｐ
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

ＡＰ策定

・Ｈ
25
Ａ
Ｐ
（政
策
課
題
・
重
点
的
取
組
）

原
案
と
り
ま
と
め

・Ｈ
25
Ａ
Ｐ
個
別
施
策
の
報
告

・
テ
ー
マ
を
設
定
し
た
戦
略
協
議
①

・
テ
ー
マ
を
設
定
し
た
戦
略
協
議
②

・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
関
す
る
諸
課

題
の
整
理
（
調
査
・研
究
結
果
）

・
テ
ー
マ
を
設
定
し
た
戦
略
協
議
④

・Ｈ
26
Ａ
Ｐ
の
方
向
性
に
関
す
る
検
討

H23,24AP実施状況を踏まえた
次年度の検討の方向性につい
て（戦略協議会の関係構成員）

第1回 第2回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回

第5回（7/19）
専
調

戦
略
協
議
会

戦略協議会の年間スケジュール（案）

第3回(5/30)

WG

・
テ
ー
マ
を
設
定
し
た
戦
略
協
議
③

報告
WG 技術戦略

第2回(4/24)

TF

医療イノベーション
５か年戦略（5月）

日本再生戦略（年央）
革新的エネルギー・
環境戦略（今夏）

※ 各戦略協議会の検討状況に合わせて柔軟に構成

大
臣
・

有
識
者

会
合

個別施策の特定
（有識者議員、外部有識者）

第4回(6/25)

関
係
機
関
と
の

意
見
交
換

意見募集

H25AP候補の検討につ
いて （戦略協議会の関係
構成員）

システム改革等、課題解決
に向けた取組について
（戦略協議会の関係構成員）

データ収集・調査研究など

第3回



第４期科学技術基本計画における戦略協議会関連記述の抜粋

Ⅱ．将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現

５．科学技術イノベーションの推進に向けたシステム改革

（１）科学技術イノベーションの戦略的な推進体制の強化

① 「科学技術イノベーション戦略協議会（仮称）」の創設

（略） 科学技術イノベーションを推進していくためには、産学官
をはじめ、多様で幅広い関係者の主体的な参画を得て、将来
ビジョンを共有し、総力を挙げて協働できる体制を構築する必
要がある。これにより、各参加主体は全体を俯瞰した上で、そ
れぞれの役割を理解し、密接に連携、協力しつつ、取組を推進
していくことが可能となる。国は、こうした観点から、重要課題
に関する戦略の検討から推進までを担うプラットフォームを構
築する。

＜推進方策＞

•国は、総合科学技術会議（若しくは、これを改組した「科学技術
イノベーション戦略本部（仮称）」。以下同じ。）の調整の下で、
「科学技術イノベーション戦略協議会（仮称）」を創設する。戦
略協議会は、科学技術イノベーションの一体的な推進に向け
て、重要課題ごとに設置することとし、関係府省や資金配分機
関、大学、公的研究機関、産業界、ＮＰＯ法人等の多様で幅広
い関係者の参加により、緊密な連携、協力を行う場とする。

•国は、幅広い関係者や関係機関の主体的な参画を促進すると
ともに、関係機関間の連携や調整を担う者（「戦略マネー
ジャー（仮称）」）を指名するなど、支援体制を整備する。

•戦略協議会は、重要課題の将来ビジョンを明確にするとともに、
その実現に向けた戦略策定に資するため、基礎から応用、開
発、更に事業化、実用化の各段階に至るまで、各フェーズにお
いて推進すべき具体的な研究開発、規制・制度改革、達成目
標、推進体制、資金配分の在り方等について、幅広い観点か
ら検討する。総合科学技術会議は、戦略協議会における検討
を踏まえ、重要課題達成のための戦略を策定する。

•戦略協議会は、本戦略の実効性を確保するため、戦略の推進
に係る全体マネジメントを担う。大学、公的研究機関、資金配
分機関、産業界等の参画機関及び関係者は、「戦略マネー
ジャー（仮称）」の全体調整の下、連携、協力しつつ、取組を推
進する。

Ⅴ ．社会とともに創り進める政策の展開

３．実効性のある科学技術イノベーション政策の推進

（１）政策の企画立案及び推進機能の強化

＜推進方策＞

•国は、産学官の幅広い参画を得て、国が定める重要課題毎に
戦略協議会を創設し、ここでの検討を踏まえて、それぞれの重
要課題に対応した戦略を策定する。また、戦略協議会におい
て、これらの戦略に基づく取組を推進する。

•国は、関係府省の連携、協力の下、重要課題に関する施策を
総合的に推進する「科学技術重要施策アクションプラン」（以下、
「アクションプラン」という。）の取組を拡充するとともに、アクショ
ンプラン及び資源配分に関する取組を活用し、予算編成プロセ
スの改革を進める。アクションプランの策定においては、戦略
協議会における具体的な戦略の検討の成果を十分に活用す
る。

（４）科学技術イノベーション政策におけＰＤＣＡサイクルの確立

① ＰＤＣＡサイクルの実効性の確保

＜推進方策＞

•国は、戦略協議会において、それぞれの重要課題に対応した
戦略全体の進捗状況を踏まえて、研究開発や推進体制、資金
配分等の見直しを行うなど、戦略の柔軟かつ弾力的な推進を
図るとともに、これを戦略に適時、適切に反映する。 10


